
注記 

１．重要な会計方針

(1)引当金の計上基準

　徴収不能引当金

　　　…未収入金等の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　賞与引当金

　　　…教職員及び役員に対する賞与の支給に備えるため、当年度に負担すべき支給見込額を計上している。

　退職給与引当金

 　　 …退職金の支給に備えるため、次のとおり計上している。

 　　 　大学等の教職員に係る退職給与引当金については、期末要支給額5,189,969,300円の100％を基に

　　　　して、私立大学退職金財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入れ調整額を加減した

　　　　金額を計上している。

  　　　高等学校以下の教職員に係る退職給与引当金については、期末要支給額765,355,800円から兵庫県

　　　　私立学校教職員退職金財団よりの交付金相当額を控除した金額の100％を計上している。

  　　　役員に係る退職慰労引当金については、期末要支給額50,299,700円の100％を計上し、

　　　　これを退職給与引当金に含めて表示している。

(2)その他の重要な会計方針

　有価証券の評価基準及び評価方法

　　  …移動平均法に基づく原価法である。

　外貨建資産・負債等の本邦通貨への換算基準

      …外貨建短期金銭債権債務については、期末時の為替相場により円換算しており、外貨建長期金銭

　　　　債権債務については、取得時または発生時の為替相場により円換算している。

　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　　　…預り金、立替金及び仮払金に係る収入と支出は相殺して表示している。

２．重要な会計方針の変更等

(1)改正後の学校法人会計基準（昭和 46 年文部省令第 18 号）の適用

　当年度から、学校法人会計基準の一部を改正する省令（令和６年文部科学省令第 28 号）に基づく改正後

　の学校法人会計基準を適用し、計算書類及びその附属明細書の様式を変更している。 

(2)賞与引当金の計上 

　学校法人会計基準の改正により、引当金の計上基準が明確化されたことに伴い、当年度から計上している。

　これにより期首に計上すべき額として特別収⽀に645,966,676円を計上し、当年度に賞与として⽀給した

　額から特別収支の計上額を除いた額及び⽀給は翌年度であるが当年度の⽀給対象期間に相応する額として、

　⼈件費に1,855,562,187円を計上している。この結果、従来の⽅法と比較して教育活動収支差額、

　経常収支差額が8,065,324円減少し、基本金組⼊前当年度収支差額が654,032,000円減少している。

(3)役員に係る退職慰労引当金の計上 

　学校法人会計基準の改正により、引当金の計上基準が明確化されたことに伴い、当年度から計上している。

　この結果、従来の⽅法と比較して教育活動収支差額、経常収支差額、基本金組⼊前当年度収支差額が

　60,734,700円減少している。

３．減価償却額の累計額の合計額 円

４．徴収不能引当金の合計額 円

 　　 …甲南大学・大学院奨学金としての貸付金67,712,913円に対して、徴収不能引当金として

　 　　　　47,290,495円を計上している。

５．担保に供されている資産の種類及び額 なし

41,983,747,304

47,290,495



６．翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 93,199,040円

７．当該会計年度の末日において第4号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　　第4号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８．セグメント情報

（単位　円）

セグメント 学校法人部門 甲南大学 甲南高等学校 甲南中学校 合計

科目

教育活動収入計 48,765,095 14,580,143,621 667,536,332 692,885,669 15,989,330,717

教育活動支出計 523,659,197 13,797,049,825 716,160,608 687,575,859 15,724,445,489

教育活動収支差額 △ 474,894,102 783,093,796 △ 48,624,276 5,309,810 264,885,228

教育活動外収支差額 4,058,737 737,371,581 23,130,785 22,223,696 786,784,799

経常収支差額 △ 470,835,365 1,520,465,377 △ 25,493,491 27,533,506 1,051,670,027

特別収支差額 △ 30,036,622 △ 640,024,728 △ 18,480,628 △ 19,238,466 △ 707,780,444

基本金組入前
当年度収支差額

△ 500,871,987 880,440,649 △ 43,974,119 8,295,040 343,889,583

基本金組入額合計 △ 1,355,733,795 △ 1,383,524,447 △ 45,222,189 △ 45,221,107 △ 2,829,701,538

当年度収支差額 △ 1,856,605,782 △ 503,083,798 △ 89,196,308 △ 36,926,067 △ 2,485,811,955

（注１）セグメント情報は拠点区分別（設置学校別）の収支情報の内訳を示すものであり、必ず

しも理事会が経営資源の配分の決定及び業績を評価すること等を目的とした財務情報にはなっていない。

（注２）各セグメントの主な区分方法は、拠点区分に応じて「学校法人部門」「甲南大学」「甲南高等学校」

「甲南中学校」に区分している。

（注３）収入額及び支出額の各セグメントへの配分方法は、昭和 55 年 11 月４日付け文管企第 250 号文部省

管理局長通知「資金収支内訳表等の部門別計上及び配分について（通知）」に記載の方法を適用している。

９．重要な偶発債務 なし

10．子法人に関する事項

　(1)子法人の概要

子法人の名称 資本金の額

株式会社甲南学園 総合環境管理事業 労働者派遣業 10,000,000円 昭和57年1月6日

サービスセンター 保険代理事業 業務請負業 5,000,000円 10,000株

文化事業 施設運営管理業務 平成7年5月1日

教育事業 貨物軽自動車運送業 3,000,000円 6,000株

海外教育支援事業 総出資金額に占める割合100％

上記に付帯する一切の業務

議決権の

所有割合 出資会社 関連当事者 学校法人間取引

100％ 兼任3人 関係あり 関係あり

取締役（専務理事）

取締役（理事）

監査役（副理事長）

事業内容

他の注記事項との関係役員の兼任等

学校法人の出資金額等及び

当該会社の総株式等に占める割合

並びに当該株式等の入手日



　(2)学校法人と子法人の取引相関図

　(3)子法人との取引状況 （単位　円）

取引金額 勘定科目 期末残高

2,196,857 － －

3,300,000 － －

785,763,161 － －

　(4)子法人の債務に係る保証債務

　　学校法人は子法人について債務保証は行っていない。

11．学校法人の出資による会社に係る事項

　　当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

　(1)当該会社の概要

事業内容 資本金の額

子法人 関連当事者

省略 省略 関係あり 関係あり

　(2)当期中に学校法人が当該会社から受け入れた配当及び寄附の金額並びにその他の取引の額

（単位　円）

取引金額 勘定科目 期末残高

12．関連当事者との取引

　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 （単位　円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）物品等の購入については、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

省略

省略

法人名称

株式会社甲南学園

サービスセンター

占める割合並びに当該株式

等の入手日

株式会社甲南学園

サービスセンター

子法人の名称

他の注記事項との関係

取引の内容

賃貸料収入

特別寄付金

委託業務費支出 他

学校法人の出資金額等及び

当該会社の総株式等に

法人の名称

株式会社甲南学園

サービスセンター

取引の内容

株式会社甲南学園

サービスセンター

総合環境管理事業等の委託学校法人甲南学園

役員の
兼任等

事業上
の関係

子法人
出資
会社

学校
法人

間取引

関係
法人

甲南大学
生活協同

組合

神戸市東
灘区岡本
9-6-4

出資金
326,617,000

組合員に
対する供
給及び利
用事業

－ 兼任
14名

教育研
究・事務
の消耗

品・機器
等の購入

教育研
究・事務
の消耗

品・機器
等の購入
（注）

212,949,379

－ －

関係
法人

株式会社
甲南学園
サービス
センター

神戸市東
灘区住吉
本町2丁
目29番15

号

省略 省略 － 省略 省略 省略 省略

－ －

関係
あり

関係
あり

取引金額
勘定
科目

期末
残高

関係内容
他の注記事項

との関係議決権
の所有
割合

取引の
内容

属性
役員、法
人等の名

称
住所

資本金
又は

出資金

事業内容
又は職業



13．学校法人間の財務取引 なし

14．重要な後発事象 なし

15．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　(1)有価証券の時価情報

　　① 総括表 （単位　円）

（うち満期保有目的の債券）

（うち満期保有目的の債券）

（うち満期保有目的の債券）

　　②明細表 （単位　円）

　(2)主な外貨建資産・負債

（単位 円）

科 目 換算差額

現預金 0

年度末日の為替相場
による円換算額

170,805,334

貸借対照表計上額

170,805,334

外貨建

1,061,189米ドル

4,486,301,746 △ 366,756,785

(2,100,000,000) (1,955,717,000) （△144,283,000）

10,500,000

10,917,266,380

差　　額

10,906,766,380

10,500,000

時　　価

24,322,547,173 18,268,839,324

(200,000,000) (201,360,000) (1,360,000)

当年度（令和8年3月31日）

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

時価が貸借対照表計上額を
超えるもの

時価が貸借対照表計上額を
超えないもの

合　　　　　　計

時価のない有価証券

6,053,707,849

有価証券合計

4,853,058,531

10,906,766,380 28,808,848,919 17,902,082,539

（△142,923,000）(2,157,077,000)(2,300,000,000)

　その他

△ 307,655,091

17,599,402,998

610,334,632

― ― ―

4,188,615,000

22,891,736,979

1,728,496,940

種　　類

合　　　　　計

時価のない有価証券

有価証券合計

当年度（令和8年3月31日）

1,118,162,308

貸借対照表計上額

　債券 4,496,270,091

　株式 5,292,333,981

28,808,848,919 17,902,082,539

10,917,266,380

　投資信託
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